
平成１５年１月２８日宣告　平成１３年特(わ)第４４７７号　消費税法違反，地方
税法違反
                    主文
            被告人株式会社Ａを罰金３０００万円に，被告人Ｂを懲役２年６月に
処する。
            被告人Ｂに対し，この裁判が確定した日から５年間その刑の執行を猶
予する。
                    理由
（罪となるべき事実）
  被告人株式会社Ａ（以下「被告会社」という）は，東京都世田谷区ＣＤ丁目Ｅ番
Ｆ号に本店を置き，ゴルフ用品製造販売等を目的とする資本金３０億２７６５万円
の株式会社であり，被告人Ｂ（以下「被告人」という）は，被告会社の代表取締役
としてその業務全般を統括掌理していたものであるが，被告人は，被告会社の業務
に関し，消費税及び地方消費税の譲渡割を免れるとともに，不正に還付を受けよう
と企て，別表記載の輸出物品販売場において，課税売上に該当するゴルフ用品等を
販売したにもかかわらず，外国人旅行者への免税売上であるかのように仮装した
上，
第１
  １　平成９年４月１日から平成１０年３月３１日までの課税期間における被告会
社の実際の消費税の課税標準額が２８８億３５８０万４０００円（別紙１の修正課
税標準額計算書参照）で，これに対する消費税額が１１億５３３２万４９５０円で
あり，これから控除されるべき消費税額が１４億６７６６万１４９５円で，控除不
足還付税額が３億１４３３万６５４５円であったにもかかわらず，平成１０年５月
２９日，東京都世田谷区ＧＨ丁目Ｉ番Ｊ号所轄Ｋ税務署において，同税務署長に対
し，課税標準額が２７３億９７１０万２０００円で，これに対する消費税額が１０
億９５７７万７４００円であり，これから控除されるべき消費税額が１４億６６９
０万４５４３円で，控除不足還付税額が３億７１１２万７１４３円である旨の内容
虚偽の消費税及び地
方消費税の確定申告書（平成１４年押第１６０号の１）を提出し，よって，同税務
署長をして，上記控除不足還付税額３億７１１２万７１４３円を被告会社に還付す
ることを決定させた上，同年６月２９日，神奈川県横浜市Ｌ区ＭＮ丁目Ｏ番Ｐ号Ｑ
銀行Ｒ支店に開設した株式会社Ａ代表取締役Ｂ（以下「被告会社名義」という）の
当座預金口座に振込入金させ，もって，不正の行為により，上記課税期間の正規の
控除不足還付税額３億１４３３万６５４５円と上記申告にかかる控除不足還付税額
３億７１１２万７１４３円との差額５６７９万０５９８円（別紙２のほ脱税額計算
書参照）の還付を受け
  ２　前記課税期間における被告会社の実際の地方消費税の控除不足還付税額が１
６４０万５４７７円で，これに対する還付譲渡割額が４１０万１３６９円であった
にもかかわらず，同年５月２９日，前記Ｋ税務署において，同税務署長に対し，地
方消費税の控除不足還付税額が７３１９万４３６５円で，これに対する還付譲渡割
額が１８２９万８５９１円である旨の内容虚偽の前記確定申告書を提出し，よっ
て，同税務署長をして，上記譲渡割額１８２９万８５９１円を被告会社に還付する
ことを決定させた上，同年６月２９日，前記Ｑ銀行Ｒ支店に開設した被告会社名義
の当座預金口座に振込入金させ，もって，不正の行為により，上記課税期間の正規
の還付譲渡割額４１０万１３６９円と上記申告にかかる還付譲渡割額１８２９万８
５９１円との差額１４
１９万７２２２円（別紙２のほ脱税額計算書参照）の還付を受け
第２
  １　平成１０年４月１日から平成１１年３月３１日までの課税期間における被告
会社の実際の消費税の課税標準額が２９３億１２７７万８０００円（別紙１の修正
課税標準額計算書参照）で，これに対する消費税額が１１億７２５１万１１２０円
であり，これから控除されるべき消費税額が６億８３２４万０９７１円であって，
納付すべき消費税額が４億８９２７万０１００円であったにもかかわらず，同年５
月２８日，前記Ｋ税務署において，同税務署長に対し，課税標準額が２８２億９７
５５万６０００円で，これに対する消費税額が１１億３１９０万２２４０円であ
り，これから控除されるべき消費税額が６億８３０１万２４００円であって，納付
すべき消費税額が４億４８８８万９８００円である旨の内容虚偽の消費税及び地方
消費税の確定申告書（



同押号の２）を提出し，もって，不正の行為により，上記課税期間の正規の納付す
べき消費税額４億８９２７万０１００円と上記申告にかかる納付すべき消費税額４
億４８８８万９８００円との差額４０３８万０３００円（別紙２のほ脱税額計算書
参照）を免れ
  ２　前記課税期間における被告会社の実際の地方消費税の課税標準額が５億０３
１４万９６００円でこれに対する譲渡割額が１億２５７８万７４００円であったに
もかかわらず，同年５月２８日，前記Ｋ税務署において，同税務署長に対し，地方
消費税の課税標準額が４億６２７６万９３００円で，これに対する譲渡割額が１億
１５６９万２３００円である旨の内容虚偽の前記確定申告書を提出し，もって，不
正の行為により，上記課税期間の正規の納付すべき譲渡割額１億２５７８万７４０
０円と上記申告にかかる納付すべき譲渡割額１億１５６９万２３００円との差額１
００９万５１００円（別紙２のほ脱税額計算書参照）を免れ
第３
  １　平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日までの課税期間における被告
会社の実際の消費税の課税標準額が２４９億５２０９万３０００円（別紙１の修正
課税標準額計算書参照）で，これに対する消費税額が９億９８０８万３７２０円で
あり，これから控除されるべき消費税額が６億３４９６万９０５１円であって，納
付すべき消費税額が３億６３１１万４６００円であったにもかかわらず，同年５月
３１日，前記Ｋ税務署において，同税務署長に対し，課税標準額が２２８億６０８
４万７０００円で，これに対する消費税額が９億１４４３万３８８０円であり，こ
れから控除されるべき消費税額が６億３４９６万９０５１円であって，納付すべき
消費税額が２億７９４６万４８００円である旨の内容虚偽の消費税及び地方消費税
の確定申告書（同押
号の３）を提出し，もって，不正の行為により，上記課税期間の正規の納付すべき
消費税額３億６３１１万４６００円と上記申告にかかる納付すべき消費税額２億７
９４６万４８００円との差額８３６４万９８００円（別紙２のほ脱税額計算書参
照）を免れ
  ２　前記課税期間における被告会社の実際の地方消費税の課税標準額が３億６４
３５万７２００円で，これに対する譲渡割額が９１０８万９３００円であったにも
かかわらず，同年５月３１日，前記Ｋ税務署において，同税務署長に対し，地方消
費税の課税標準額が２億８０７０万７３００円で，これに対する譲渡割額が７０１
７万６８００円である旨の内容虚偽の前記確定申告書を提出し，もって，不正の行
為により，上記課税期間の正規の納付すべき譲渡割額９１０８万９３００円と上記
申告にかかる納付すべき消費税額７０１７万６８００円との差額２０９１万２５０
０円（別紙２のほ脱税額計算書参照）を免れ
たものである。（別表及び別紙添付省略）
（事実認定の補足説明）
１　弁護人は，被告人が輸出物品販売場においていわゆる韓国人バイヤーに対し免
税販売できるものと信じていたから，ほ脱の犯意がなく，被告人及び被告会社とも
無罪である旨主張し，被告人及び被告会社代表者Ｓもこれに沿う供述をしている。
しかしながら，被告人のほ脱の犯意は，以下の理由から，これを認定することがで
きる。
２　消費税法８条１項は，輸出物品販売場（いわゆる免税店）において，非居住者
に対し政令で定める物品で輸出のため所定の方法で購入しようとするものを譲渡す
る場合，免税店を経営する事業者に対し消費税を免除する旨を定め，同法施行令１
８条１項は，上記物品を，「通常生活の用に供する物品」と規定している。この
「通常生活の用に供する物品」とは，当該非居住者が通常の生活において用いよう
とする物品を指すのであって，その者が国外における事業用又は販売用として購入
することが明らかな物品は含まれないと解するのが，いわゆる輸出免税等（同法７
条）のほかに免税店制度を設けた趣旨に照らし相当である。
　　関係証拠によれば，本件の不正な免税売上は，いずれも韓国人バイヤーを取引
相手とするもので，同人らは，韓国に密輸して販売する目的で，被告会社の各免税
店において，１取引当たり数千万円から１億円に上る代金を支払って多数の被告会
社製のゴルフクラブ等を継続的に購入していたことが認められるから，これが「通
常生活の用に供する物品」の購入に該当するものとは到底いえず，韓国人バイヤー
との上記取引が免税販売の対象とならないことは明らかである。
３　そこで，韓国人バイヤーに対する免税販売の可否に関する被告人の認識につい
て検討するに，ほ脱の犯意を自白する被告人の供述調書（不同意部分）を除くその



余の各証拠によれば，以下の各事実を認めることができる。
　(1)　被告会社は，ゴルフ人気が上がるとともに自社のゴルフ製品の需要が高くな
っている韓国に代理店を持ち，被告会社の貿易部が担当部署となって，同代理店に
対してゴルフクラブ等を輸出販売している。この場合，我が国の消費税はいわゆる
輸出免税となるものの，韓国の関税が７０％掛かることから，通常の３割５分から
４割という低い販売価格に抑えざるを得ない状況にあった。
　　　そのため，被告会社は，従前，韓国にゴルフクラブ等を密輸する韓国人バイ
ヤーに対し，自社製のゴルフクラブ等を，定価販売品については定価の６割５分
に，型落ち品等の特価品については定価より低い特別価格のさらに８割に各相当す
る卸売価格で販売していた。当初はこれに消費税３％分を上乗せして代金を取って
いたが，後に，韓国人バイヤーからの値引き要求等により，消費税３％分を値引き
するとともに，消費税を内税方式とする形で販売するようになった。しかし，その
後も，韓国人バイヤーからの値引き要求は高まり，免税販売の要望も出るようにな
った。
　　　そして，平成９年４月１日から消費税及び地方消費税（以下，単に「消費
税」ともいう）が合計して５％に上がることとなり，その旨がマスコミ等でも取り
上げられるようになった。こうして，被告会社が消費税分を値引きするといった従
来の韓国人バイヤーに対する販売方法を継続したのでは，韓国人バイヤーとの取引
において被告会社の負担が消費税２％分増えることが確実となる状況となった。
　(2)　被告人は，被告会社の創業時からの経営者としてその営業を統括支配してい
たもので，韓国人バイヤー等に対する販売についても，日頃からその状況を把握
し，販売価格等の詳細を自身で決定した上，各営業店に対し電話で直接指示するな
どしていた。そして，被告人は，韓国人バイヤーが自己の通常の生活に用いるため
ではなく韓国へ密輸し商売として販売する目的で被告会社からゴルフクラブ等を大
量に仕入れ購入しているということを熟知していた。
　　　また，被告人は，前記(1)の経緯・状況を十分承知しており，平成９年４月１
日からの消費税率の引き上げを踏まえ，被告会社が消費税分を実質的に負担すると
いう従前の販売方法を続けたのでは被告会社の負担が増加し儲けが減ることになる
し，他方，韓国人バイヤーから消費税分を取れば同人らが被告会社から離れてしま
うと考えた。そこで，韓国人バイヤーから免税販売の要望が出るなどしたことか
ら，同人らへの売上及び儲けを増大させるため，被告会社における主だった営業店
に免税販売許可を受けさせようと決め，平成８年暮れ頃から翌９年初め頃，被告会
社経理部課長代理であるＴに対し，Ｕ店及びＶ店について免税店許可申請をするよ
う命じた。
　(3)　Ｔは，平成９年１月，所轄税務署に対し，Ｕ店及びＶ店等につき免税店許可
申請を行い，同年２月には，免税取引の要領等についてのマニュアルを作成して免
税店となる各営業店に郵送した。同マニュアルには，免税販売できる場合として一
般の海外旅行者が通常生活の用に供する物品を輸出するために購入する場合である
旨明記されているほか，免税販売の要件が満たされない場合には購入者から消費税
を受け取っていない販売でも課税販売とみなされて被告会社が消費税相当額を負担
することになる旨の注意喚起がなされていた。
　　　被告会社経理部には，Ｖ店及びＵ店の各店長から，韓国人バイヤーに対して
免税販売ができないのではないかという問い合わせがなされたが，被告人は，各店
長に対し，韓国人バイヤーを対象にしてゴルフクラブ等の免税販売を積極的に行う
よう指示した。こうして，被告会社は，平成９年３月から，免税店許可が下りた営
業店において，韓国人バイヤーに対する免税販売を開始した。被告人は，従前どお
り，同バイヤーとの取引状況を詳細に把握し，販売価格を決定しこれを各免税店の
店長等に指示して実行させた。
　(4)　被告会社においては，経理部副部長であるＷ及び同部課長代理である前記Ｔ
（平成９年４月以降は課長）が，被告人の腹心として経理部門における事務を取り
扱っていた。両名は，免税店で免税販売できるのは外国人旅行者による土産品程度
の買い物であって，被告会社の各免税店において開始した韓国人バイヤーに対する
ゴルフクラブ等の販売は免税の対象ではなく消費税は免税されないことを承知して
いた。なお，被告人の実弟で被告会社においてはゴルフクラブ等の製造部門を統括
する副社長のＳも，韓国人バイヤーに対する免税販売ができないことを知ってい
た。
　　以上の各事実，殊に，被告人は，被告会社の営業を統括支配し，韓国人バイヤ
ーとの取引の詳細を把握し決定していたもので，同人らが密輸・販売目的でゴルフ



クラブ等を大量に購入していることを熟知していたこと，また，従前，韓国人バイ
ヤーに対し消費税の掛かる販売方法をとり続けて来たのに，同人らへの売上を増大
させるため自ら免税店許可申請を決定し，韓国人バイヤーへの免税販売を積極的に
行うよう指示したこと，被告人の腹心の部下である経理部の担当者のみならず，製
造部門を統括していた被告人の実弟でさえ，韓国人バイヤーに対する免税販売がで
きないことを知っており，さらに，各営業店の店長も韓国人バイヤーへの免税販売
を疑問視する問い合わせを行っていたことを総合すると，被告人において，韓国人
バイヤーに免税販売
できると認識していたとするのは極めて不自然かつ不合理であり，逆に免税販売が
できないとの認識を有していたものと推認するのが相当である。
４　ところで，被告人は検察官に対し，ほ脱の犯意を自白し，その旨の調書（乙
２，３，６，７，９及び１０の各不同意部分）が作成されている。その自白（以下
「本件自白」という）の概要は，「免税店制度とは通常の海外旅行者が土産品とし
て購入する物について免税で販売する制度であると認識していた。韓国人バイヤー
はいわゆるヤミ屋で，商品を密輸し販売する商売人であるから，免税販売のできな
い相手であることは，はじめから分かっていた。しかし，売上を少しでも伸ばした
いと考えて，韓国人バイヤーに免税販売することを決めて，免税店許可の申請を行
い，同人らへの免税販売を実行した。」というものである。以下，本件自白の任意
性及び信用性について検討する。
  　まず，任意性からみると，関係証拠によれば，被告人は，平成１３年２，３月
に国税局で事情聴取を受け，暫くの間ほ脱の犯意を否認していたが中途から自白に
転じ，その後同年１０月に検察官の取調べを受けて本件自白をしたこと，本件はい
わゆる在宅事件であって，被告人は身柄拘束を受けていないこと，被告人は，国税
局及び検察庁での各取調べに際し，被告会社の顧問弁護士（本件の主任弁護人）か
ら助言を得ることが可能だったもので，殊に，検察庁での取調べの開始前及びその
最中には，既に弁護人として選任されていた同弁護士から，自分の意思を貫くよ
う，そして，意に反する供述調書に対しては訂正申立や署名指印の拒否をするよう
アドバイスを受け，また，取調べ後その様子を同弁護士に報告していたこと，検察
官は取調べに当たり，
高齢で喘息等の持病のある被告人の体調に配慮していたことが認められる。これら
の事情に照らすと，本件自白の任意性を肯定することができ，それを否定する弁護
人の主張及び被告人の公判供述は採用できない。
　　次に，信用性についてみると，次の各事情を総合すれば，本件自白の信用性を
優に肯定することができる。第１に，自白内容が前記３で認定した各事実と非常に
よく符合しており，具体性・自然性・合理性が認められる。第２に，前述のとお
り，本件自白に先立つ国税局での事情聴取において，被告人はほ脱の犯意を自白し
ており，その内容は本件自白に至るまで一貫している。さらに，国税局での当初の
否認供述を録取した質問てん末書の中にも，免税店制度が適用されるのは通常の海
外旅行者が土産品程度の物を購入する場合であると認識していた旨の，本件自白に
つながる不利益供述の記載が見られる（乙２２）。第３に，被告会社のＶ店の店長
及びＵ店の副店長は，被告人から受けた指示内容をそれぞれノート（平成１４年押
第１６０号の９及び１
０）に記載しているところ，各記載からは，被告人の意図が韓国人バイヤーに限定
して免税販売を行うものであったと読み取ることができ，これは，「免税販売ので
きない相手であると分かっていた韓国人バイヤーに免税販売することを決めて，免
税店許可申請を行った。」旨の本件自白を裏付けるものといえる。第４に，本件自
白に関連して，被告人の検察官調書（乙３の不同意部分）中には，「部下のＴ課長
から，細かな言葉の言い回しは忘れたが，韓国人バイヤーへの販売は免税の対象と
はならない旨の進言を受けた。しかし，これを聞かずに同課長に免税店許可申請を
指示した。」との供述部分があるが，同部分は，証人Ｔの「被告人に対し，遠回し
に韓国人バイヤーへの販売は免税の対象とはならないという意味を込めた進言をし
た。」旨の証言（第
２回公判調書中の同証人の供述部分）に裏付けられている。なお，同証人は，進言
の際被告人が韓国人バイヤーに対して免税販売できると思い込んでいると感じた旨
証言しているが，仮にそう感じたとしても，上記の被告人の供述部分と両立し得る
のであって，同供述部分の信用性を否定するものではない。以上の各事情のほか，
第５に，前述のとおり，本件自白の任意性を肯定できることも併せ考慮すると，本
件自白の信用性を十分肯定することができるのである。



５　弁護人は，被告人のほ脱の犯意を否定する事情として，被告人が居住するシン
ガポールの免税販売制度は，一般旅行者に限定されず，いわゆるバイヤーでも誰で
も免税購入の上，空港で消費税分を返してもらえるもので，被告人は，これと同様
に，日本の免税店でも韓国人バイヤーに対する免税販売ができると考えていたと主
張し，被告人も公判で同旨の弁解をしている。しかし，被告人は，捜査の初期の段
階から海外旅行での土産品購入の例を挙げて免税販売制度一般に関する供述をして
おり，免税店許可申請に当たりシンガポールの免税販売制度が真実被告人の脳裏に
あったのであれば，捜査段階でそれに言及しないはずがなく，当公判廷で初めて同
制度を言い出したのは，いかにも唐突であって不自然というほかない。なお，シン
ガポールの免税販売
制度の実態は証拠上つまびらかではないが，日本の免税店制度とは明らかにシステ
ムが異なっており，この点でも被告人の上記弁解は疑わしいというべきである。し
たがって，弁護人の上記主張は採用できない。
　  弁護人はまた，被告人が証拠の隠蔽工作をしなかったのは，ほ脱の犯意がなか
ったことの証左であると主張する。しかし，この点につき，被告人は検察官に対
し，「免税店販売が摘発されたという話を聞いたことがなかったので高をくくって
いた。もし見つかったら，その時はその時であり，そこで止めればいいと思ってい
た。」旨供述しており（乙１０），前記Ｔ証言中にも「違法行為と分かっていた
が，それが公になっても，国税局から更正通知を受ける程度だと思っていた。」旨
の同様の供述部分が存するほか，免税扱いを受けるためには所要の書類を作成・保
存して確定申告をする必要があり，韓国人バイヤーに免税販売した事実を明らかに
する書類を廃棄・改変するのが困難であるということも併せ考えると，弁護人の上
記主張も採用することが
できない。
　  弁護人が主張するその他の点を検討しても，被告人のほ脱の犯意を疑わせるに
足りる事情は見出せない。
６　以上の次第であるから，前記３の被告人のほ脱の犯意を推認させる諸事実及び
前記４の信用し得る本件自白を総合すれば，被告人がほ脱の犯意を有していたと優
に認定することができる。
（量刑の理由）
  本件は，ゴルフ用品製造販売等を営む被告会社の代表取締役である被告人が，同
会社の業務に関し，３課税期間にわたり，課税売上に該当するゴルフ用品等を販売
したにもかかわらず，外国人旅行者への免税売上であるかのように装って，消費税
及び地方消費税を免れるなどした事案である。
  本件各犯行における脱税額は，平成１０年３月期は消費税及び地方消費税の各不
正還付額合計７０９８万円余り，平成１１年３月期は消費税及び地方消費税の各ほ
脱額合計５０４７万円余り，平成１２年３月期は消費税及び地方消費税の各ほ脱額
合計１億０４５６万円余りと，総計で２億２６０２万円余りの多額に上り，本件結
果は重大である。本件の犯行態様は，被告会社の免税店で，韓国人バイヤーに対し
てゴルフクラブ等の免税販売を繰り返した上，同バイヤーを外国人旅行者と装い，
課税標準に計上等しないまま確定申告し，消費税及び地方消費税を不正に受還付し
又は免れたもので，大胆かつ計画的で悪質というほかない。被告人は，被告会社の
ワンマン社長として，部下に指示し免税店許可申請をさせてこれを取得した上，各
免税店の店長等に対
し韓国人バイヤーへの免税販売を具体的に指示命令し，免税売上として経理処理さ
せるなどして本件犯行に及んだものであり，強固な犯意に基づいた意欲性・積極性
が認められる。本件のきっかけとして韓国人バイヤーから強い値引要求があったこ
とは認められるものの，結局，犯行の動機は，脱税をしてでも韓国人バイヤーに対
する売上を維持拡大したいというものであって酌量の余地がない。しかも，被告会
社が韓国に有する代理店を通じて同国へ輸出するという正規のルートをもっていた
ことに照らすと，本件犯行がゴルフ用品の韓国への密輸を助長促進した面があるこ
とは否定し難く，この点も犯情として看過できない。さらに，被告人は，ほ脱の犯
意を頑強に否認しており，その点で本件を心底反省しているとは認め難い。
  以上によれば，被告人及び被告会社の刑事責任は重大であり，特に被告人につい
ては懲役刑の実刑も十分考慮されるところである。
  しかし，他方，次のような斟酌すべき情状も存在する。
  まず，被告会社は，早期に修正申告を行った上，本税及び加算税，延滞税等の附
帯税を全て納付した。また，本件犯行は，前述した態様のものであるが，消費税脱



税犯の一類型であるところの控除対象仕入税額の過大申告による詐欺的な受還付事
犯とは類型を異にしており，顧客が支払った消費税相当分を除外してこれを裏金な
どとして留保したというわけでもなく，これらの点は犯情として相応に斟酌すべき
である。さらに，本件を契機として，被告会社は，役員体制を一新し，違法行為の
再発防止に向けて健全な運営を図っている。
  次に，被告人の個人的情状をみるに，その前科は約４０年前の交通関係の罰金刑
のみであり，高齢で，しかも慢性気管支炎喘息を患うなど体調が思わしくない。ま
た，被告人は，昭和３０年代にゴルフクラブの製造販売業を始めてから本件犯行に
至るまでの間，被告会社の経営に打ち込むなど真面目に人生を歩んで来たのであっ
て，本件犯行も，個人的な私利私欲を目的としたものではない。さらに，被告人
は，本件を契機に，自ら作り上げた被告会社の役員を降り，１２億円弱の退職慰労
金も放棄した。そして，被告人は，本件脱税の結果については自らの非と責任を認
め，反省の弁を述べている。
  そこで，以上の諸事情を総合考慮して，被告会社及び被告人を主文の各刑に処
し，被告人に対してはその懲役刑の執行を猶予することとした。
（求刑ー被告会社に対し罰金３０００万円，被告人に対し懲役２年６月）
平成１５年１月２８日
    東京地方裁判所刑事第８部
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                  　　　裁判官　佐藤　基
                  　　　裁判官　富張邦夫
                        


